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貨物会社は2005年3月17日、「ニュ－チャレンジ21計画」（以下ＮＣ21）の到達点を踏まえた上で、新中期計画「ニ
ュ－ストリ－ム2007」（以下ＮＳ2007）を明らかにした。その基本は、モ－ダルシフト推進に向けた積極的な設備投
資を行い輸送力の強化を図ると共に、21世紀型の輸送システムの構築など、「新フレイト21」（以下ＮＦ21）計画で定
めた拠点間直行輸送の拡大、列車のスピ－ド化による並行ダイヤ設定、駅・機関区の統廃合を目指すとしている。そして
「ＮＣ21」計画で未達となった「新しい人事・賃金制度」の導入、鉄道事業部門要員数5,000名体制を盛り込むなど、人
減らしと人件費削減を重点としたコスト削減策を明らかにしている。
一方、財務体質は、長期債務の増大、「分割・民営化」による構造矛盾が一層鮮明になっている。新計画の狙いが、強固

な経営基盤の確立を柱とし、より一層の労働強化と賃金抑制を中心とした施策であるとの位置付けるべきである。
「ＮＣ21」計画の未達とした鉄道事業部門の5,000名体制の達成が不可欠として、16年度初5,791名から平成20年
度初で5,200名として約600名の基準人員削減、社員総数では1,200名を削減するとしている。今後の大量退職時代を
迎え、新規採用者、嘱託社員採用者を当てても厳しい要員需給の中、さらなる効率化による基準人員の削減によって乗り
切ろうとしている。以下、この間貨物協議会が取り組んできた闘いの報告、ＮＳ21計画に対する各地方協議会の決意、各
支社経営計画の概要を報告するので客・貨一体で取り組むための学習・討論の素材にされることを要請する。

支社経営計画の概要 
＜関東支社＞
国労東日本本部は（４月14日）貨物関東支社との経営協議

会を開催し、「平成17年度経営計画」の提案を受けた。
その内容は、17年度の基本方針は新中期計画「ニュ－スト

リ－ム2007」のスタ－トを踏まえ、京都議定書の発効を背景
とした環境負荷の小さい鉄道貨物への期待に応えるため、
モ－ダルシフトの積極的担い手となるべく取り組んでいくと
して、①安全への取組。②収入目標の達成。③良質な商品の
提供。④業務の抜本的な見直しとコスト削減の推進。⑤活力
ある会社づくり。⑥支社収支差益の確保、においている。
運輸収入はコンテナで対前年実績で23億円増、車扱いで３
億円減、関連事業収入は２億円の減の収入合計で622億円とし
ている。
一方経費については、人件費９億円減、物件費１億円減の、
経費合計で469億円とし、支社差益は昨年度実績の144億円に
対して、計画では168億円（対前年実績24億円増）というもの
であった。

＜東北支社＞
国労東北貨物協議会は（４月15日）貨物東北支社と経営協

議会を開催し、「平成17年度経営計画」の提案を受けた。
その内容は、「ニュ－チャレンジ21」計画に続く新中期計画

「ニュ－ストリ－ム2007」の初年度として、更なる完全な民営
化と安定的な経営体質を構築することを目指して取り組んで
いくとして、①安全優先の企業風土の確立。②運輸収入の確
保。③業務執行体制の再構築。④関連事業部門の拡大。⑤活
力ある職場づくり。⑥支社差損益の確保、においている。
運輸収入はコンテナで対前年実績で5.9億円増、車扱いで2.2
億円減、関連事業収入は1.6億円の増の収入合計で161億円と
している。
一方経費については、人件費0.4億円減、物件費1.8億円増の、
経費合計で170億円とし、支社差損益は0.9億円減というもの
であった。

貨物会社の社内報「ぽるて」に「はつらつ社員紹介」と
いう新人自己紹介欄があるが、これまでの紹介者の中で会
社の嫌いなところの第１位が、「給料が安い・ボーナスが少
ない」である。
ＪＲ貨物発足時には12000人いた社員は今や7500人となり、
売上高に対する人件費比率は毎年更新しており、実感とし
て低賃金を嘆くのは当然である。なぜ経営安定基金の運用
益で成り立っている三島会社の年間期末手当と、大きな差
が生まれるのか。社員一人あたりの収入では、ダントツで
多い貨物社員の労働実態に報おうとしないのか。こうした
不満を要求として結実させることが急務となっている。
こうした中で貨物会社は、新たな中期計画「ニュースト

リーム2007」をうち出した。経営安定化に向けた新たな取

り組みと称したコスト削減策の姿を全く描けないものとな
っている。
私たち国労は、切実な要求に背を向けた会社と貨物労組

との一蓮托生路線を告発
し、導入を画策している成
果主義賃金制度への告発署
名、生活改善資金署名の取
り組んだ成果に確信を持
ち、いっさいの差別を許さ
ない闘いの到達点からさら
なる前進に向け奮闘するも
のである。

国労東日本本部貨物連絡会　
議長　奥村　博



2002年度から導入してきた嘱託制度（60歳）は、これまで従
事する業務を限定して実施してきた。しかしながら原則出向の
廃止等により、現職で定年を迎える社員が増加し、厳しい要員
需給から検討を進めてきた。
こうしたことからこれまで、職種毎に主な業務を定め実施し
てきたが、従　　　　　　　　　　　　　　　　事する業務は、
「原則として、 従前まで従事
していた業 務」とし、休
日数を12日増　　　　　　　　　　　　　　　　 の132日とする
本社提案が 行われた。
制度改正が行われた今年度には、東北支社、関東支社から、
それぞれ嘱託希望者がいたが、最終的には東北支社12名、関東
支社22名の応募となった。そこで運転関係において嘱託交番を
設けるという問題や、具体的な取扱いと今後の見通しについて
支社の見解を求め、関東では７月ダイヤ修正等により、新鶴見
機関区で７月９日以降実施されている。

東京都労働委員会は2005年５月11日、国労が2001年５月20日
に申し立てをした「貨物期末手当２％差別事件」に対し、組合
側調査の事実関係をほぼ前面的に認定し、会社側の「不当労働
行為」を断罪する救済命令がだされた。
記者会見で高木弁護士は「本日の命令は、我々が調査した事
実をすべてにわたって認定した100%の命令である」とし、「貨
物会社は直ちに国労に謝罪し命令を履行すべきだ」と強調した。
命令交付、 記者会見をへ
て、13時から　　　　　　　　　　　　　　　　報告集会が開
催され、旅客　　　　　　　　　　　　　　　・貨物組合員
100名が結集 した。牛久保
弁護士が「会　　　　　　　　　　　　　　　　社の不当労働
行為意思、国労嫌悪の姿勢、具体的な労使関係等について、職
場調査全てにおいて認定した全面勝利である」と評した。
救済命令は「２％適用率を会社全体の平均適用率と同率とな
るよう」命じている。しかし、「貨物労組組合員に対する適用
率が90％を超えているのに、会社全体の適用率は60数％であり、
命令による是正でも相変わらず国労などとの差別の完全な救済
にはならない」ものであり、国労本部は５月25日、救済方法に
疑義ありとして中労委に再審査請求を行い、同時に東京都地方
裁判所への都労委命令取り消し訴訟をおこなった。一方、貨物
会社不服として５月24日に再審査請求を行った。

盛岡：盛岡貨物協議会は会社の示した「ＮＳ2007」計画に対して
は、破綻した「ＮＣ21計画」を継続した計画でありあくまでも社員

にしわ寄せを求める計画であることを確認し合うと同時に「新しい

人事・賃金制度」導入反対、真の貨物再生のため全国の仲間と闘う

ことを決意する。 議長　上山仁志

秋田：新しい経営計画が発表されても職場では、希望に満ちた人
はいない。働き盛りをさらに安い賃金で働かせ、60歳を越えた人は

仕事は同じでさらに低賃金で働けとは何事か。ＮＳ計画の本質を暴

露し職場での運動を進めていきたい。 議長　笹島岩秋

仙台：仙台貨物協議会３分会は、「ＮＳ2007」計画の基に作成
された東北支社の効率化合理化に反対し、労働条件改善のため
全組合員とともに闘うものである。 事務長　岩井幸二
新潟：貨物会社が発足して18年が経過しましたが、社員・家族の
生活はいっこうに改善されません。今回提案された「ＮＳ2007計画」

も、この間の経営方針と同様であり、社員・家族の生活向上の展望

が何ら見えません。社員・家族そして貨物会社の未来のために、計

画阻止に向けて全力で闘います。 議長　小泉　賢一

高崎：高崎においてもさらなる効率化と労働強化の内容が明らか
になっている。計画の学習を深め、問題点を明らかにしながら要求

化、大衆行動と結合した取り組みを展開する。 議長　寺島浩昭

水戸：貨物会社発足から抱える構造矛盾・経営矛盾の二つを解消

すること無しに美辞麗句でしかない「ＮＳ」新しい流れの骨子は、

さらなる人員削減、外注化の促進、過剰すぎる設備投資です。これ

では、社員の生活が良くなるどころか、悪化するばかりです。この

ような会社施策に対して、国労の旗に結集し要求を前進させましょ

う。 議長　中野　好美

千葉：モーダルシフト推進に向けた多額の設備投資。「新しい人事
賃金制度」の導入、鉄道部門要因5000人体制。その裏で、人減らし

と人件費削減による労働強化・コスト削減。「活力ある会社作り」と

相反する中長期計画「ＮＳ2007」に対し、社員の生活を守るため全

職場から反対の闘いの大きなうねりを作りだそう！ 議長　斉藤郁夫

東京：この間、会社は社員・家族の犠牲と下請け・関連企業いじ
めのもとに黒字に転化しています。「ＮＳ2007計画」も新たな要員

削減と外注化が柱であり、設備投資にしても本当に必要なところに

投資しているかは、疑問が残るところです。人間が人間らしく働き

生活できる会社にする為に、全職場から全力で闘い抜きます。

議長　斎藤　勝

長野：フレイト21、ＮＦ21、ＮＣ21、収支確保は人件費コストの
削減、新たなＮＳ2007計画も高めの収支を求めているが、結果とし

て人件費コストで補おうとしている。莫大な設備投資もいいが、利

益は労働条件の改善と社員への還元なくして経営は安定しない。

議長　玉井俊文


